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＝はじめに＝ 

 

 令和４年第５回士幌町議会臨時会の開会にあたり、

令和４年度の町政執行方針について申し上げ、議員各

位並びに町民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと

存じます。 

 はじめに、現在においても猛威を振るう新型コロナ

ウイルス感染症につきましては、国内で一例目が検知

されて以来、２年以上の歳月が流れ、昨年末に一旦落

ち着きを見せていたものの、非常に感染力の強いオミ

クロン株を中心とした急拡大により、４月の十勝管内

の新規感染者は、月別で過去最多の５,７４１人（１日

平均１９１人）に達しております。 

 また、次々と発生する変異株の影響により、町内に

おいても多くの感染者が発生するなど、社会・経済活

動の停滞を余儀なくされる状況が続き、すべての世代

で生活に制限を強いられる中、いまだ感染症収束の兆

しは見えず、感染され療養中の皆様やそのご家族にお

かれましては、一日も早いご快復を心からお祈り申し

上げます。 

 そのような中にあっても、日頃から感染拡大防止に

継続的に取り組まれている町民の皆様や事業者の皆
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様には、多大なるご理解とご協力を賜っていることに

対し、深く感謝申し上げる次第であります。 

 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、

発生前の社会には完全には戻らないのではないかと

いう見解もあり、感染症の予防と拡大防止のため、社

会・経済活動における制約は、まだしばらく続くこと

が見込まれますが、今は飛躍のために土台となるもの

を強固にしていく時期だと信じ、これまで培ってきた

知見・経験などを糧にこの困難を乗り越えるため、今

こそ、士幌町のすべての人が力を合わせ、明るい未来

に向けて持続・発展していくよう心をひとつにする必

要があります。ウィズコロナ、そして、ポストコロナ

における新しい日常に向けたより良い社会を創ると

いう決意のもと、全力で町政運営を担ってまいる所存

であります。 

 本年度においては、長引く新型コロナウイルス感染

症の影響に鑑み、ワクチン接種をはじめとする感染拡

大防止対策と社会・経済活動の両立を図りながら、健

全な財政運営に留意し、時代のニーズをしっかり踏ま

え、戦略的な視点を持った地域づくりを積極的に推進

してまいります。 
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＝施策の基本＝ 

 

 我が国を取り巻く情勢についてですが、コロナ禍に

おける経済変動とあわせ、ロシアによるウクライナへ

の侵攻は、国際情勢を不安定化するばかりではなく、

世界経済の先行きや、日常生活に大きな影を落として

おります。ウクライナ国民が一刻も早く平穏な日常を

取り戻すことを心から願う一方で、国内に目を向けま

すと、昨年から続く円安に加え、原油・原材料価格の

高騰とそれに伴う物価上昇が顕著となり、国民生活を

圧迫しながら、さらなる景気の下振れが懸念されると

ころであります。 

 国の経済財政の運営に関しては、「経済財政運営と

改革の基本方針（骨太方針２０２１）」に基づき、「新

型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経

済社会ビジョン」を掲げ、今後の経済財政運営のグラ

ンドビジョンの提示によれば、グリーン化、デジタル

化、地方の所得向上、子ども・子育て支援を「成長を

生み出す４つの原動力」として位置づけ、そこへの重

点投資を推し進めていくと示されております。 

 この方針は、これから中長期的なスパンで自治体の

行財政運営に求められ、また、「経済あっての財政」
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という理念に基づき、財政は経済成長のための手段で

あるという考え方が強く打ち出されたところであり

ます。 

 ３月２２日に成立した令和４年度の国の一般会計

予算は、総額１０７兆５,９６４億円で、１０年連続で

過去最高となりました。歳入では主財源となる税収を

６５兆２,３５０億円と見込んでおり、不足する財源を

補う新規国債発行額は３６兆９,２６０億円となって

おります。一方、歳出では地方交付税交付金が１５兆

８,８２５億円、新型コロナウイルス対策として予備費

５兆円が計上されており、新型コロナ対策に万全を期

しつつ、「成長と分配の好循環」による「新しい資本

主義」の実現を図るための予算とされています。具体

的には、デジタル化の推進による効率化、政策目的に

応じたインセンティブ機能の導入、防衛力整備の効率

化・合理化が挙げられております。 

 また、北海道開発予算は、道路整備費（前年度同額）、

農業農村整備費（１.０％増）を含む全体予算は、前年

度比０.１％増の５,７０２億円となりました。 

 このような国の経済、財政の動向の中にあって、町

の行財政を取り巻く環境は依然として厳しいものが

あり、その状況を踏まえつつ予算編成を行ったもので
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ありますが、今後も財政の健全化に一層留意をしなけ

ればならないものと、認識をしているところでありま

す。 

 

 令和４年度は、私の任期の１年目、開町２世紀・次

の１００年に向かってのスタートの年であり、「チー

ムしほろ“農村ユートピア”２世紀へ」をテーマに、

引き続き、第６期町づくり総合計画（後期）、第２期

まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進方針を踏まえ、

第７期行政改革推進大綱の的確な遂行による効率的

かつ計画的な行財政運営に留意しつつ、地域の人・産

業・資源を活かした「活力のある町」と、町民誰もが

安心・安全、生きがいを実感できる「真に豊かな農村

しほろ」を目指し、町民の皆様のご支援、ご協力を賜

りながら、全力を傾注して町政を推進してまいる決意

であります。 
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＝令和４年度の主要な施策として＝ 

 

 令和４年度の主要な施策についてその考えを申し

上げます。 

 

 １つ目は何と言っても新型コロナウイルス感染症

への対応であります。 

 新型コロナウイルス感染症による感染者・死亡者は

４月３０日現在、国内で感染者７８７万人、死亡者２

万９,５６７人、道内では、感染者２９万３,５４０人、

死亡者１,９９４人と未曾有のウイルス感染症の拡大

となっております。国内においては、第６波の感染が

減少傾向にあるものの、十勝管内では４月の感染者数

が過去最多を更新するなど、予断を許さない状況であ

り、一層の感染防止の徹底が必要であります。 

 令和４年度においても、引き続き新型コロナウイル

ス関連対策を推進するものでありますが、ワクチン接

種については、現在１２歳以上の３回目と５歳から１

１歳までの１・２回目を実施中で、５月末から開始さ

れる予定の４回目も含めて全力を傾注し、「よりスム

ーズにより安全な」接種を目指してまいりたいと存じ

ます。 
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 次に、新型コロナの影響を大きく受けている地域経

済・住民への支援措置として、地方創生臨時交付金を

活用し、地域経済対策として共通商品券発行事業、事

業復活・雇用継続支援金などにより対応してまいりた

いと存じます。なお、住民への生活支援措置について

は、国の緊急経済対策として生活困窮世帯への支援が

行われることからその内容を精査し、町独自の給付金

については更にその効果が高まるよう制度設計につ

いて熟慮を重ね、第２回定例会に関係予算を提出する

予定であります。 

 

 ２つ目は、持続可能な町づくりの推進であります。 

 本年度においても、第６期町づくり総合計画（後

期・令和３年度～令和７年度）、第２期士幌町まち・

ひと・しごと創生総合戦略（令和２年度～令和６年度）

により、町づくりを推進するものであります。 

 推進にあたっては、庁内組織と連動して、町民会議

や地方創生推進会議など、町民や関係機関・学識経験

者にも広く参画をいただきながら、推進をしてまいり

たいと存じます。 

 次に、新たな広聴活動と積極的な情報発信でありま

すが、これまで、春と秋の町づくり懇談会、分野別や
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グループでの懇談会、ユートピアメールで様々なご意

見を伺ってまいりました。ウィズコロナでテレワーク

やオンラインでの打合せが新たな日常となりつつあ

ります。私はこれらを活用して、現場での対話以外に、

新たにオンラインで町民の方々と役場とを繋ぐ対話

のしくみを作ってまいります。また、士幌町公式ＬＩ

ＮＥを開設し、年代に応じた必要な情報を配信すると

ともに、住民から町への情報提供など双方向のコミュ

ニケーションの手段として活用してまいります。 

 次に、財政健全化に向けての取り組みでありますが、

国においては、「骨太方針２０２１」に基づき経済財

政の一体改革を推進し、財政健全化目標の達成を目指

すものとしているところであります。 

 国の地方財政計画においては、地方交付税（６,１５

３億円・３.５％増）は増額となったものの臨時財政対

策債（３兆６,９９２億円・６７.５％減）が大幅に減額

となり、新型コロナウイルスの影響で地方自治を取り

巻く環境がより多様で厳しくなる中にあっての町政

推進は、時代のニーズをしっかり見極めながら、より

計画的かつ効率的な運営に留意しなければなりませ

ん。 

 また、新たな財源の確保の一端を担っている本町の
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ふるさと納税は、返礼品を準備いただいているＪＡや

各事業者のご協力により年々増加し、令和２年度は２

億６,７００万円、昨年度は約４億円まで増加しました。

返礼品の充実と情報発信により、寄付額の増加による、

更なる地域好循環を目指してまいります。 

 本町においては、町の担う事務事業が多いこととあ

わせ、経常収支比率が高く（令和２年度決算８６.４％）、

財政の硬直化が進んでいる状況にあります。第７期行

政改革推進大綱の具体的な推進により、健全な財政運

営に一層留意をしてまいる所存であります。 

 

 ３つ目は、地方創生の推進に向けた取り組みであり

ます。 

 地方創生は、第２期総合戦略として 

・地域産業の活性化と多様な雇用の創出 

・交流、移住、定住の促進 

・結婚、出産、子育ての支援 

・安心して住み続けられる地域づくり 

を４つの基本目標として 

・多様な雇用やニーズに対応する住宅対策 

・次世代農業（スマート農業など）の推進と士幌高

校の魅力向上 
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・子育てにかかる経済的な負担の軽減 

・情報発信、多様な広聴活動の充実 

を、地方創生推進交付金などを活用しながら積極的に

推進し、定住人口の安定、移住の促進、交流・関係人

口の拡大など、地域の活性化を図ってまいる所存であ

ります。 

 道の駅「ピア２１しほろ」の外構整備については、

これまで中学生によるワークショップの開催や道の

駅公園プロジェクト実行委員会による検討が進めら

れ「道の駅公園基本構想」が町に提出されました。町

づくり総合計画の基本目標（基本目標５活力やにぎわ

いを創造するまち）との整合性を図り、今年度中に実

施設計を行い、来年度より整備に着手し、更なる魅力

アップを図るとともに、北十勝４町による「道の駅連

携」と合わせ、交流・関係人口の拡大を目指してまい

ります。 

 次に、しほろ温泉プラザ緑風は、平成１３年にオー

プンして２０年が経過し、施設や設備の老朽化が目立

つようになりました。また、新型コロナウイルス感染

症によって旅のスタイルが大きく変化している中、ポ

ストコロナを見据えて再整備基本構想を策定してま

いります。 



11 

 また、４つの閉校小学校の活用とあわせ美濃の家、

旧士幌駅など町内の歴史的な資源を町づくりに活か

すべく、取り組みを推進してまいりたいと存じます。 

 更に、令和２年度からの繰り越し事業である「高度

無線環境整備推進事業（光ファイバ整備）」が７月末

に完了することから、光ファイバ網を活用したスマー

ト農業をはじめＩＣＴ事業の展開を目指してまいる

所存であります。 

 

 ４つ目は、地域産業の活性化と雇用の創出でありま

す。 

 基幹産業である農業をめぐっては、令和３年度は気

象の偏りがあったものの、十勝の農業生産額は３,７３

５億円（概算値）と過去最高を更新し、本町において

も過去最高の４６１億円（平成３０年度）に近い水準

との見込みであります。地域の経済・財政への波及効

果は大きく、生産者・関係機関のこれまでの努力に敬

意を表すものであります。その一方で、国際化とあわ

せ、コロナ禍における消費構造の変化などがあり、そ

れらの動向をしっかり見極めながら対応していかな

ければなりません。国際化が進む中にあって、これま

での生産性の高い士幌型農業に加えて、令和２年度に
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スタートした国の「食料・農業・農村基本計画」の主

旨を踏まえ、農業・農村の多面的機能を発揮しながら、 

・「食」の発信 
・担い手の育成 
・スマート農業の推進 
・持続可能な農業・農村づくり 

などの取り組みを、農業振興対策本部（審議会・執行

部会）が中心となって推進してまいりたいと存じます。 
 一方、景気低迷や消費流出に加え、新型コロナの影

響もあり商工業を取り巻く環境も一層厳しいものが

ありますが、商工業は農業と並ぶ主要な産業であり、

地域の持続的発展のために商工会と連携をして小規

模事業者へ適切な支援対策を行ってまいりたいと存

じます。 

 次に、本町の３つの観光拠点施設（道の駅ピア２１

しほろ、しほろ温泉プラザ緑風、士幌高原ヌプカの里）

についても、大変厳しい運営状況にありますが、町と

して必要な支援を行うこととあわせ、指定管理者にも

様々な制度も活用いただきながら、事業の回復に尽力

をいただきたいと存じます。 

 次に、労働力不足は何れの職種においても大きな課

題となっている中、「士幌町雇用対策連絡調整協議会」
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において連絡・調整を進めるとともに、農業振興対策

本部や町内関係機関との連携のもと、働き手の確保、

労働環境の改善を推進してまいる所存であります。 

 また、産業振興を進める上で、担い手の育成は重要

な課題であり、町内関係機関との連携のもと、調査・

研究やモデル事業を行いながら積極的に推進してま

いりたいと存じます。 

 

 ５つ目は、子育て支援の推進であります。 

 子育て支援は、これまでも主要施策として推進して

まいりましたが、人口減少に立ち向かうべく、地方創

生においても子育て支援は重要なテーマの１つであ

り、第２期子ども・子育て支援事業計画（令和２年度

～令和６年度）とあわせ、第２期総合戦略の基本目標

により、重点施策として事業を展開してまいりたいと

存じます。 

 子育てにかかる経済的な負担の軽減として、医療費

の無償化の拡充を図る他、在宅子育て世帯への支援を

新たに取り入れてまいりたいと存じます。 

 また、小学生の学童保育やサタデースクールを活用

した各種スポーツ、文化活動などの体験機会の提供に

ついて検討を進めます。 
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 一方、全国的に子供の虐待や事故の頻発、子どもの

貧困と言われる事態を大変憂慮しているところであ

り、地域を挙げて子どもを守るために、町・教育委員

会・児童相談所・警察など関係機関との連携を強化し、

対策に取り組んでまいりたいと存じます。 

 

 ６つ目は、安心して住み続けられる地域づくりであ

ります。 

 少子高齢化、核家族化の進行と相まって、国の社会

保障制度が見直される中にあって、保健・医療・福祉

の推進においては、実態や動向に注視をしながら、よ

りきめの細かい対応が必要であると認識をしている

ところであります。 

 まず、健康づくりの推進については、健康相談、保

健指導の徹底や巡回型健診（２会場、９回）を実施し

ているところでありますが、特定健診の受診率は目標

に達していないのが現状であります。令和４年度にお

いて、特定健診受診率６０％、特定保健指導率６０％

の目標達成に向け、積極的に健康相談、保健指導を展

開してまいりたいと存じます。 

 次に、高齢者及び障がい者の福祉についてでありま

すが、「第４期地域福祉計画」「第８期介護保険事業計
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画」及び「第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福

祉計画」の２年目となりますが、福祉関係団体との連

携のもと計画を推進してまいる所存であります。 

 高齢者に関しては、医療や介護における自己負担が

増加する傾向となっており、社会保障費抑制の流れは、

今後更に強まることが予想され、その動向をしっかり

見極めなければなりません。 

 介護保険事業の運営にあたっては、介護予防の充実

による保険料の抑制と制度の安定を図ってまいりた

いと存じます。 

 障がい者福祉では、ＮＰＯ法人「士幌町障がい者支

援の会」により「障がい者総合施設」を拠点として、

各種事業が展開されているところであり、今後におい

てもＮＰＯ法人と連携しながら機能の充実を図って

まいりたいと存じます。 

 また、介護サービス事業所や障がい者支援施設など

で働く介護従事者は慢性的に不足しており、町内の施

設等（町施設除く）に新たに就業する方に就業支援等

補助を交付し、人材の確保を図ってまいります。 

 高齢者施設及び障がい者総合施設などの整備によ

り、「福祉村」内におけるハード面の整備はほぼ完了

していることから、今後においては、その機能の連携
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を図りながら、「地域包括ケアシステム」の深化に向

けた取り組みを一層進めてまいりたいと存じます。 

 更に、地域福祉計画に基づき、社会福祉協議会など

福祉関係団体と連携しながら、全地域で展開されてい

る「ふれあい・いきいきサロン」や「見守りネットワ

ーク事業」など、地域で支え合うシステムづくりを積

極的に推進してまいりたいと存じます。 

 地域福祉の推進に向けては、交通手段の確保が重要

な要素でありますが、市街地におけるコミュニティバ

ス運行（平成２７年度開始）とあわせ、令和元年度よ

り実施している「高齢者等移動支援事業」については、

自動車運転免許証を有しない農村部の高齢者等を対

象として、自宅から役場間のハイヤー代金１２往復分

のチケットを交付しておりますが、今年度より新たに

運転免許返納初年度に限り６往復分の加算と対象者

を市街地区の高齢者等にも拡充してまいります。 

 また、高齢者の日常生活支援事業として、社会福祉

協議会では、日常生活の困り事を「たすけ愛」で支援

しています。コミュニティバスを利用できない高齢者

の買い物支援が課題となっていることから、社会福祉

協議会の車両を使用した乗り合い方式などの実証実

験を行いながら制度の充実を図ってまいりたいと存
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じます。 

 次に、地域医療に関してですが、医師・看護師不足、

診療報酬の改定などにより、自治体病院を取り巻く環

境は依然として厳しいものがあります。 

 病院問題は、町にとって大きな課題・懸案であると

認識しているところであり、国保病院は町内唯一の医

療機関、保健・医療・福祉を包括する「福祉村」の中

核施設としての役割を担うものであります。サービス

の向上とあわせ、経営改善の取り組みを行っています

が、依然として一般会計から３億５,０００万円超の繰

出しをしています。平成３０年度において「町立病院

改革プラン」に基づき、入院５０床としたところであ

りますが、今後において、行政改革の重点項目として

人口構造や医療ニーズの変化を踏まえつつ、医療機能

や経営形態を含めた議論を行ってまいりたいと存じ

ます。 

 一方、「東日本大震災」から１１年が経過しました

が、その後も集中豪雨や地震など全国的に大きな被害

が発生しているところであります。 

 大規模な自然災害が毎年のように繰り返される中、

今後においても自然災害への対応は極めて重要であ

ります。 
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 地域防災計画により、防災備蓄品の整備や自主防災

組織の設立を推進しているところであります。今年度

から更に自主防災組織の活動を支援するため、パート

ナーシップ事業を拡充するとともに、前年度より開始

した「防災行政無線」の活用による防災意識の向上を

図りながら、少子高齢化社会にあって“町民誰もが安

心・安全を実感出来る地域づくり”に一層留意をして

まいる所存であります。 

 

 ７つ目は、農村環境の充実とゼロカーボン士幌につ

いてであります。 

 北十勝２町環境衛生処理組合で行っている「ごみ処

理」については、令和９年度中に１９市町村による「十

勝圏複合事務組合・新中間処理施設」に移行します。 

 北十勝２町の最終処分場については、令和９年度ま

で利用しますが、容量不足となるため、令和５年度に

嵩上げ改修を行う計画であります。また、令和９年度

以降も今までどおり自己搬入ごみの受入れを行うた

め、現施設の隣接地に「ごみ中継施設」の整備を計画

してまいります。 

 本町における環境対策は、第２期「士幌町環境基本

計画」（平成３０年度～令和９年度 １０か年計画）
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に基づき取り組むものでありますが、持続可能な社会、

豊かな農村づくりに向け、SDGs（持続可能な開発目

標 １７項目）を第６期町づくり総合計画（後期）や

第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の施策に位置

付け、推進してまいる所存であります。 

 地球温暖化は、我が国、そして世界全体にとって大

きな課題です。２０５０年までの脱炭素社会の実現を

見据えて士幌町においても、その特性を活かし、地域

が潤うという視点も持ちながら取り組みを進めてま

いります。 

 ２０５０年の「ゼロカーボン士幌」の実現に向け、

令和４年第２回定例会において、「士幌町ゼロカーボ

ンシティ宣言」を行い、再生可能エネルギー導入目標

設定の基礎調査に取り組みます。 

 

 その他、多面的機能支払交付金事業（全町９地区）

の継続、農業基盤整備事業（国営・道営）の推進など、

主要懸案事業に精力的に取り組んでまいりたいと存

じます。 
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＝むすびに＝ 

 

 以上、令和４年度の町政推進に関し所信を述べさせ

ていただきました。 

 ウィズコロナ、そして、ポストコロナという新しい

時代において、町民の皆様とともに挑戦し続けること

で、更に大きく飛躍できるものと考えています。 

 そのためにも、私自身が先頭に立ち、士幌町の未来

を切り拓いていくため、全力を尽くしてまいります。 

 町民の皆様、町議会議員の皆様、一層のご理解とご

協力を心よりお願い申し上げます。 

 なお、特別会計を含めた当初・補正予算の概要につ

いては、副町長より説明を行いますが、補正予算案の

それぞれの内容を充分ご検討のうえ、原案をご承認い

ただきますようお願い申し上げます。 

 また、予算の執行にあたっても更にご助言、ご協力

を賜りますようお願いを申し上げ、町政執行方針とい

たします。 


